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1.はじめに
一般社団法人日本内部監査協会(本部:東京都中央区、会長:伏屋和彦、以下「協会Jと表記)は、
2014年6月「内部監査基準J(以下「基準」と表記)を改訂した。「協会」は1957年に創立され、「内
部監査および関連諸分野についての理論および実務の研究、ならびに内部監査の品質および内部監
査人の専門的能力の向上の推進とともに、内部監査に関する知識の普及により、日本の産業、経済
の健全な発展に資することJ(l)を目的に活動している。2014年8月現在の会員数は、法人会員約2，200
社、個人会員約3，600名である。また、世界190の国と地域から180，000人の会員を擁する内部監査の
国際的な専門団体である内部監査人協会 (TheInstitute of Internal Auditors， Inc.:以下IIAと表記)
の日本代表機関として、国際的な交流活動を行うとともに、内部監査人の国際資格である公認内部
監査人 (CertifiedInternal Auditor ;以下CIAと表記)等の認定試験を実施している。
(1)一般社団法人日本内部監査協会ホームページ「日本内部監査協会について」より引用
http://www.iiajapan.com/iia/ 
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「協会」は創立間もない1960年に、最初の「基準」を制定した。これは、経営者および被監査部
門の内部監査についての理解を深め、かつ内部監査担当者の監査実施を円滑ならしめる目的で、学
界および実業界の方々からなる内部監査基準作成委員会(図表1のとおり)を組成して制定したも
のである。またこれは、上記IIAが「内部監査の専門職的実施の基準J(現「内部監斎の専門職的
実施の国際基準」、以下「国際基準」と表記)を公表する1978年から遡ること18年前のことである。
以来、「基準」は、日本の内部監査の実務において範となるべき基本原則として、 1977年、 1996年、
2004年、そして今回の2014年と 4度の改訂が重ねられてきている。
筆者は、実務家の一人としての立場から、またIIAの国際内部監査基準審議会 (International
Interna1 Audit Standards Board :以下IIASBと表記)委員 i)として「国際基準jの有識者の立場
から、内部監査基準改訂委員会のメンバ}として今回の改前作業に係った経緯より、「基準」改訂
の内容について解説し、さらに日本における内部監査基準のあり方の観点より改訂後の「基準」と
「国際基準」とを比較し考察するものである。
なお、本稿の見解は、筆者の私見であり、「協会Jをはじめ筆者の関係する団体等の見解を代表
するものではない。
図表1:内部監査基準作成委員会のメンバー
委員長 田島四郎 横浜市立大学教授
副委員長 青木茂男 早稲田大学教授
副委員長 鵜沢昌和 ブリヂストンタイヤ(槻社長室調査課長
飯野利夫 一橋大学教授
山桝忠恕、 慶慮義塾大学教授
江村稔 東京大学助教授
新井益太郎 成際大学助教授
熊田亨 中央大学助教授
梶浦俊夫 東京瓦斯(槻監査室長
i) IIASBは、内部監査の国際基準としての「内部監査の専門職的実施の国際基準」を制定、公表、維持、普及す
るためのIIAの委員会である。 2014年7月現在、メンバーは全員で22名、メンバーの地理的分布は、アイスラン
ド1名、インド1名、オーストラリア 1名、カタール1名、シンガポール1名、タンザニアl名、中国l名、日
本l名(筆者)、ノルウェー1名、パナマl名、ブラジル1名、フランス 1名、米国8名、ボツワナ 1名、ポー
ランド1名、 (50音}q員)であり、米国からの委員が多いものの、世界の各地域から委員が選出されている。任期
は3年。再選は可だが連続しての三選は不可。
会計論叢第10号
? ???
図表2:内部監査轟準改訂番員会のメンバー
委員長 檎田信男 中央大学名誉教授
委員 井村彰宏 三井物産株式会社前・内部監査部企画業務室長
(2013年5月人事異動により、辞任)
岩崎春夫 三井物産株式会社内部監査部企画業務室長
(2013年6月人事異動により就任)
柿崎環 横浜国立大学大学院教授
神田幸尚 一般社団法人日本内部監査協会専務理事
島戸俊明 関西電力株式会社経営監査室長
武田和夫 椙山女学園大学教授
土屋一喜 一般社団法人日本内部監査協会理事
中岡忠則 東レ株式会社前・監査部長
(2013年6月人事異動により辞任)
松井隆幸 青山学院大学大学院教授
南 尚孝 日本電気株式会社経営監査本部長
吉武一 株式会社埼玉りそな銀行常勤監査役
(委員の氏名50音順、役職は2014年3月31日現在)
2. r基準」改訂の背景
今回の「基準」改訂は、主として以下のような背景により、図表2のメンパ}から成る内部監査
基準改訂委員会を組成して行われたものである。
改訂背景の第1は、内部監査に関連する法的・制度的環境の変化である。すなわち、企業統治や
内部統制の向上に向けた会社法の制定およびその後の改正、金融商品取引法および「財務報告に係
る内部統制の評価および監査の基準ならびに財務報告に係る内部統制の評価および監査に関する実
施基準Jによる内部統制報告制度(いわゆるj-SOX)の導入、会計監査におけるいわゆる「不正リ
スク対応基準」の制定等である。これらの法的・制度的環境の変化に伴い、内部監査の実施環境も
著しく変化したことが背景としてあげられる。
第zは、不祥事防止に対する利害関係者や杜会の要請の高まりである。従来より不祥事防止は利
害関係者や社会の重要な要求事項ではあったが、昨今の不祥事の顛末は企業にとって経済的損失に
止まらず、社会的信用を無くし場合によっては組織存続の危機を招くことを示しており、不祥事防
止態勢に対する内部監査は極めて重要と認められることがあげられる。
第3は、激変する市場環境、企業活動の国際化、企業活動におけるITの浸透、企業集団化・グルー
プ化の進展等により企業内外のリスクは多様化、複雑化し、リスク変化の迅速化とリスクの連鎖化
が進んでおり、そういった環境下、企業がビジネス戦略の選択に伴い発生するリスクに迅速に対応
できる組織体であるために、ガパナンス・プロセス、リスク・マネジメント、内部統制に対する体
系的な内部監査が求められていることである。
第4は、 トレッドウェイ委員会支援組織委員会 (TheCommittee of Sponsoring Organizations 
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of the Treadway Commission : COSO)等の諸団体によるガパナンス、リスク・マネジメント、
内部統制に係る相次ぐ文書の発行や改訂、さらにはIIAの「国際基準」の数度にわたる改訂があり、
それらの発行や改訂の内容には「基準Jに組み入れられるべき有益な事項が含まれていたことがあ
る。また、日本の内部監査自体がこれらの文書が示すフレームワークや基準等への対応に止まらず、
この10年間で年長足に進歩してきたことも「基準」の高度化への後押しとなった。
以上のような背景を踏まえて、今般の「基準」の改訂が行われたものである。
3. I基準」の主な改訂点
今般の「基準」改訂の概観は図表3のとおりであるが、主な改訂点について、全体的枠組みにお
ける改訂と「基準Jを構成する各基準の内容における改訂に分けて説明していく。
[改訂前}平成16(204)年6月版
図表3: r基準」の改訂前・改訂後対照表
[改訂後】平成26(2014)年6月版
目次 目次
〔まえがきJ 内部監査の必要および内部監査基準の目的・運用
(1]内部監査の意義 |第1章 内部監査の本質
1.内部監査の本質
2.内部監査の必要性
(2J内部監査の独立性と組織上の位置 |第2章 内部監査の独立性と組織上の位置づけ
1.内部監査の独立性と客観性 | 第l節 内部監査の独立性と客観性
2.内部監査部門の組織上の位置 | 第2節 内部監査部門の組織上の位置づけ
3.内部監査人の責任と権限 | 第3節 内部監査人の責任と権限の明確化
(3 J内部監査人の能力および正当な注意
1.専門的能力
2.専門職としての正当な注意
3.専門的知識・技能の継続的な維持・
向上
(4J内部監査の品質管理
1.品質管理プログラムの作成と保持
2.品質管理プログラムによる評価の実施
3.品質管理プログラムによる評価結果
の報告
4. I基準に従って実施された」旨の記載
5.不完全な遵守の開示
会計論叢第10号
第3章 内部監査人の能力および正当な注意
第l節専門的能力
第2節専門職としての正当な注意
第4章 内部監査の品質管理
第1節 品質管理プログラムの作成と保持
第2節 品質管理プログラムによる評価の
実施
第3節 品質管理プログラムによる評価結
果の報告
第4節 「基準に従って実施された」旨の
記載
第5節基準から逸脱した場合の報告
? ???
(5)内部監査の対象範聞と内容
1.内部監査部門の運営
2.内部監査の対象範囲
3.内部監査計画
4. 内部監査の実施
5. 内部監査と管理との関係
(6)内部監査の報告とフォローアップ
1.内部監査結果の報告
2. 内部監査のフォローアップ
第5章 内部監査部門の運営
第l節 中・長期基本方針の策定
第2節 リスク評価に基づく計画の策定
第3節 計画の報告および承認、
第4節監査資源の管理
第5節連携
第6節 内部監査業務の外部委託
第7節 最高経営者および取締役会への定
期的な報告
第6章 内部監査の対象範囲
第l節 ガパナンス・プロセス
第2節 リスク・マネジメント
第3節 コントロール
第7章個別の内部監査の計画と実施
第l節内部監査実施計画
第2節 内部監査の実施
第8寧 内部監査の報告とフォローアップ
第l節 内部監査結果の報告
第2節 内部監査報告書
第3節 内部監査結果の組織体外部への開
不
第4節 アドバイザリー業務の報告
第5節 内部監査のフォローアップ
(7)丙言語蚕瓦点逼長蚕長雨間弘一_..._ ~ --一ーほ 9 章一-丙ß:ß~蚕五福逼量蚕五ゐ関係-
(1) I基準」の全体的枠組みにおける改訂
図表3の改訂前と改訂後の「基準」の枠組みを比較すると、一番の変更点は、改訂前「基準」の
第5章「内部監査の対象範囲と内容」の取り扱う事項が、改訂後では第5章「内部監査部門の運営」、
第6章「内部監査の対象範囲J、第7章「個別の内部監査の計画と実施Jと3つの章に分けられ充
実が図られている点であることが分かる。
この内部監査実施プロセスの中心的事項に係る部分の拡充の狙いは、前述の「基準」改訂の背景
を踏まえたもので、効果的かっ効率的な内部監査の実施のための内部監査部門の運営・管理体制強
化の促進、戦略選択および実施に伴うリスクの変化に迅速に対応するためのガパナンス・プロセス、
リスク・マネジメント、内部統制に係る体系的な内部監査実施の促進、内部監査の高度化に向けた
監査の計画プロセスおよび実施プロセスにおけるより詳しい基準の提供等である。また前述のよう
に日本の内部監査の品質が向上し、「基準」のこのような高度化に対応できる状況になってきてい
ることも背景にある。
(2) I基準」の各基準の内容における改訂
各基準の内容における主な改訂点は以下のとおりである。
① まず、「基準」の本文に先立つ序にあたる部分を改訂前「基準」が「まえがき」としていたのを、
今回「内部監査の必要および内部監査基準の目的・運用」と記載内容を直接的に表現するタイト
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ルに改訂している。さらに、「基準Jの規範性について「内部監査基準は組織体における内部監
査にあたり実施可能にして合理的である限り遵守されなければならない性質のものである。」の
文言を新規に挿入することにより整理している。
この文言は、「実施可能にして合理的である限り」という条件がついていることより一見する
と「基準」に必ずしも従う必要がないというように解釈される可能性があるが、意味するところ
はそうではなくて、「基準」は可能な限り全力で従わなければならないものである。しかしなが
らどうしても従うことが出来ない合理的な理由がある場合に限つてのみ従わないことが許される
という意味であって、その場合も従わなかったことの合理性について説明できることが要求され
ている。
② 第l章「内部監査の本質」で内部監査の本質についての文言を「内部監査とは、組織体の経営
目標の効果的な達成に役立つことを目的として、合法性と合理性の観点から公正かっ独立の立場
で、ガパナンス・プロセス、リスク・マネジメントおよびコントロールに関連する経営諸活動の
遂行状況を、内部監査人としての規律遵守の態度をもって評価し、これに基づいて客観的意見を
述べ、助言・勧告を行うアシュアランス業務、および特定の経営諸活動の支援を行うアドバイザ
リー業務である。J(i基準J1.0ム以下 i1.01Jと表記)と改訂している。これはIIAの「内部監
査の定義Ju)にほぼ表現を揃えたものである。この部分で特に注目すべき改訂は改訂前「基準」
で「診断業務」としていたものを、業務内容をより適切に表現するために「アドバイザリー業務」
と変更していることである山)。
なお、本章に含まれていた「内部監査の必要性」を序に当る「内部監査の必要および内部監査
基準の目的・運用」に移している。
③ 第2章「内部監査の独立性と組織上の位置づけJに関し、改訂前「基準Jでは「組織上、原則
として、最高経営者に直属しJとされていたが、これを「組織上、最高経営者に直属し、職務上
取締役会から指示を受けJ(2.2.1)と改訂している。「職務上取締役会から指示を受け」としたの
i) IIAの「内部監査の定義」は次のとおりである。「内部監査は、組織体の運営に閑し価値を付加し、また改善
するために行われる、独立にして、客観的なアシュアランスおよびコンサルティング活動である。内部監査は、
組織体の目標の達成に役立つことにある。このためにリスク・マネジメント、コントロールおよびガパナンスの
各プロセスの有効性の評価、改善を、内部監査の専門職として規律ある姿勢で体系的な手法をもって行う。」
ii) I基準」の「アドバイザリー業務」は、「国際基準」の「コンサルティング業務」に対応するものであり、この
「コンサルテイング業務」はいわゆる本格的なコンサルテイング活動だけを意味するのではなく、アシュアラン
ス活動の延長線上での助雷活動等も含むことから、敢えて「アドバイザリー業務Jという文言を使用している。「国
際基準」も「用語一覧」で「コンサルティング・サ』ピス」の例示として「助言」を含めている。また、「コン
サルテイング業務」という用語の与える語感が、「アシュアランス業務」提供の前提である客観性保持に対して
負のイメージを与えてしまうことへの配慮もある。なお、内部監査にアシユアランス活動に加えてコンサルティ
ング活動を含むことの是非については、弊稿「金融機関における、より効来的かっ効率的内部監査を目指して」
月刊監査研究 2010年1月号(第36巻第12号)日本内部監査協会 2011年の I(2 J内部監査の定義から学ぶ」
を参照願いたい。
一方、「基準」が「内部監査の本質」で「助言・勧告を行うアシュアランス業務」とアシュアランス業務に「助
言」を含めているのは、「アドバイザリー業務」という文言を採用したことと盤合性が取れていないと筆者は考
えている。
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は、「経営陣の不正Jに係る監督・監視も含む、取締役会等のガパナンス機能発揮に貢献する内
部監査実施の観点からである。
④ 同じく第2章で、自社の内部監査の根本を定める内部監査基本規程 (charter)に係る内部監
査部門長の責任について「内部監査部門長は、当該基本規程を適時に見置し、最高経営者および
取締役会の承認を得なければならない。J(2.3.1)を新設し明記している。内部監査部門長には、
内部監査が効果的かつ効率的であり続けるように、内部監査基本規程を適時適切に改訂する責任
がある。
⑤ 第3章「内部監査人の能力および正当な注意Jで専門職として正当な注意を払うべき事項とし
て「不正」、「情報システム」、「組織体集団の管理体制J(3.2.2)を明記している。これは、「基準」
改訂の背景で述べた不祥事防止の重要性の高まり、企業活動におけるITの浸透、企業集団化・
グル}プ化の進展等を踏まえたものである。
ただし、効果的かっ効率的な内部監査の実施のためには、正当な注意を払うだけでなく、内部
監査部門や内部監査人の専門的能力も必要であり、内部監査人は自らの責任を果たすために専門
的能力を高めていくことが必要であるiv}。内部監査人は自らの内部監査の能力向上とその能力の
客観的証明のため、前述のCIA等の資格を取得していくことが期待されている。また、内部監
査部門長は内部監査部門全体としてその責任を果たすための必要な能力を有するように、人材の
育成・確保、アウトソースの活用等必要な対策を講じる必要がある。
⑥ 第4寧「内部監査の品質管理」において、商社の内部監査に対する定期的内部評価について「少
なくとも年に 1回、実施きれなければならない。」と頻度を明記している。これは、 IIAの「国
際基準」が頻度を示さず単に「定期的に実施しなければならない」としているのに比べても、厳
格な暴準となっている。なお「恭準Jも「国際基準Jも外部評価については、少なくとも 5年ご
とに実施されねばならないこととしている。
⑦ 第5章「内部監査部門の運営」で、まず「中・長期基本方針J(5.1.3)を新設している。これ
は企業の中・長期経営計画に対応した内部監査部門の方針を策定することの重要性が認識される
ことに加え、内部監査部門の要員の確保・育成やシステム化等、監査資源の充実は中・長期的に
対応されていく必要があるからである。この内部監査の「中・長期基本方針」は、 IIAの「国際
基準」には明示されていない「基準」独自の概念である。
③ 同じく第5寧で「内部監査部門長は、組織体内外の環境に重大な変化が生じた場合には、必要
に応じリスク評価の結果を見直し、内部監査計画の変更を検討しなければならない。J(5.2.2)の
基準を新設している。企業にとってリスク変化への適時適切な対応は不可欠であり、内部監査も
また監査の実効性確保の観点からリスク変化に応じた適時適切な監査計聞の変更が必要であるか
らである。
⑨ さらに第5章で、社外の専門的技能活用の観点から内部監査の一部又は全部を外部委託(アウ
トソ}ス)する場合が増えてきていることを受けて、外部委託を利用した場合の内部監査部門長
の責任について、「内部部監査部門長は、内部監査業務を外部に委託する場合であっても、当該
iv) IIAの「国際基準」では、 r1210熟達した専門的能力」において、内部監査人が自らの責任を果たすために必
要な「知識・技能・その他の能力」として、不正のリスクに関する知識 (121O.A2)とITのリスクとコントロー
ル (121O.A3)に関する知識を挙げている。このように不正とITを特に列挙しているのは、この2つの分野にお
いて内部監査人に対する期待が高く、かつ専門的能力が必要とされる分野であるからである。
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業務に責任を負わなければならない。J(5.6.1)の碁準を新設している。
以上のような第5章の充実は、前述の内部監査に係る環境の変化と、日本の内部監査水準の向
上に対応したものである。
⑩ 第6章「内部監査の対象範囲」で、内部監査の対象範聞を「組織体およびその集団に係るガパ
ナンス・プロセス、リスク・マネジメントおよびコントロールに関連するすべての経営諸活動J
(6.0.1)として、さらに「組織体の目標を達成するよう、それらが体系的に統合されているかも対
象範囲としなければならない。J(6.0.1)と改訂している。これは改訂前「基準」が監査対象範囲
を「組織体内のすべての業務活動」としていたのに対して、ガパナンス・プロセス、リスク・マ
ネジメント、コントロールの整備および運用のすべてが内部監査の対象範囲となることと、それ
らがぱらぱらではなく、体系的に統合されて組織体の運営・管理がなされているかの側面も監査
対象範囲になることを、利害関係者の期待に応える実効性の高い内部監査の実施のために明記し
ているものである。
⑪ ガパナンス・プロセスでは、その改善に貢献するために内部監査部門が評価しなければならな
い視点として「組織体として対処すべき課題の把握と共有J(6.1.1 (1)①)、「アカウンタピリテイ
の確立J(6.1.1 (1)③)、 iITガパナンスの評価J(6.1.1 (3)、「組織体集団全体の健全な発展J(6.1.1 
(4) が付け加えられている。これらは、社外役員を含め適切な部署や人物への適時適切な情報の
伝達・共有、経営の透明性の確保、 IT戦略に係る意思決定や実施状況の監督・監視、さらには
子会社等グル}プ企業の運営・管理態勢に対する監視等のガパナンス・プロセスを担う取締役会
等が有効に機能するために役に立つ内部監査実施の観点から追加された事項である。また、ガパ
ナンス・プロセスの評価結果は、リスク・マネジメントおよびコントロールの内部監査に関連付
けることが必要であり、逆にリスク・マネジメントやコントロ}ルの評価結果をガパナンス・プ
ロセスに対する内部監査に活かす必要もある。
なお、ガパナンス・プロセスとプロセスという言葉を加えているのは、「基準」がここで内部
監査部門に要求しているのは、原則として、ガパナンスの仕組みの妥当性を評価することや取締
役会等の意思決定自体の適切性等を評価するのではなく、取締役会等が適切に意思決定や監督・
監視を行うために適時適切に情報が取締役会等に伝達されているか、あるいは取締役会等での意
思決定内容や指示事項が適時適切に執行機能に伝達されているか等のガパナンス・プロセスに資
する内部監査の実施であるからである。
⑫ リスク・マネジメントでは、その改善に貢献するために、「組織体のリスクの受容水準に沿っ
た適切な対応が選択されているかJ(6.2.1.(2)、「識別されたリスクの情報が適時に組織体の必要
と認められる筒所に保達されているかJ(6.2.1. (3)、「組織体が不思リスクをいかに識別し、適切
に対応しているかJ(6.2.1 (4)の基準を新設し、監査すべき事項を明記している。これらの諸点は、
ガパナンス・プロセスに係る内部監査に役立つリスク・マネジメントに係る内部監査の実施とい
う側面を反映している。
⑬ コントロールでは、先ず「内部監査人は、経営管理者が業務目標の達成度合いを評価するため
の基準を設定しているかどうかを確認しなければならない。J(6.3.1)の文言を追加し、コントロ}
ルの整備・運用の程度を評価する基準が存在することの確認を求めている。達成度合い評価のた
めの基準はコントロール目標となり、監査では評価の規準とされることが多いからである。この
ような基準(物指)ゃあるべき姿がないと、内部監査においてコントロールに係る客観的な現状
評価や改善具合の測定も困難であるからである。
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⑭ また、「組織体のガパナンス・プロセス、リスク・マネジメントに対応するように、コントロー
ル手段の妥当性および有効性を評価しなければならない。J(6.3.1 (1) と「基準Jの文言を改めて、
コントロールの妥当性および有効性について、ガパナンス・プロセス、リスク・マネジメントで
識別されたリスクとの関連に着眼しての評価を求めている。
⑮ 第7寧「個別の内部監査計画と実施」では、改訂前「基準」では明記されていなかった個別の
内部監査実施の監督責任が内部監査部門長にあることを「内部監査部門長は、内部監査の品質を
確保した上で、内部監査の目標を達成するように内部監査業務を適切に監督しなければならな
い。J(7.2.1 (4) と明確にしている。
⑮ さらに、第7章第2節「内部監査の実施」で、「監査証拠」と「監査調書J(7.2.1)の必要性を
「基準」に明記している。「監査証拠」と「監査調書」は内部監査の評価および結論の根拠となる
ものであり、内部監査の客観性を証明し、再現性を確保するためには、「殿査証拠Jと「監査調書J
の保存は必須である。
⑫ 第8章「内監査の報告とフォローアップ」においては、「内部監査人は、意見の表明にあたって、
最高経営者、取締役会およびその他の利害関係者のニーズを考慮しなければならない。J(8.1.3) 
の基準を新設している。これは、意見の表明にあたっては、ガバナンス・プロセスやリスク・マ
ネジメント、内部統制の継続的改善に係る内部監査の貢献等、利害関係者の内部監査への期待事
項を考慮することを内部監査人に求めているものである。このためには、内部監査人は監査計画
の段階から利害関係者の期待事項を検討する必要がある。したがって、このことは組織体の価値
増大や目的達成のためへの内部監査の貢献という利害関係者の適切な期待を意味しており、利害
関係者の不適切な都合に沿うために公正不偏な判断を歪めて監査を実施することを求めているの
では決してない。
⑬ 同じく第8章で、「内部監査報告書」の節(第2節)を新設して内部監査報告書に関するより
詳しい基準を示し、さらにIIAの「国際基準」に対応して「内部監査部門長は、必要に応じて、
内部監査報告書に総合意見を記載しなければならない。J(8ユ4) と「総合意見Jという新しい概
念も追加している。「総合意見」とは、特定の期間における視数の個別内部監査の結果や、その
他日常的モニタリング活動等の結果に基づき内部監査部門長により提供される結果の評定、結論
やその他の記述である。内部統制報告制度では、経営者による評価の実務を担う内部監査人が監
査期間中に実施する複数の内部監査結果を踏まえて、最終的に財務報告に係る内部統制の評価を
行っていることや、企業集団に係る内部監査においては、親会社の内部監査人が複数の子会社や
関連会社に対する各監査やその他の監視活動の結果に基づいて親会社の子会社・関連会社管理態
勢に関する監査意見を表明している実務等を踏まえて、基準の手当をしているものである。
⑬ 最後に第9章「内部監査と法定監査との関係」では、内部監査は法定監査との「連携を図るこ
とが望ましい」としていたのを、「内部監査は、法定監査の基礎的前提としてのガパナンス・プ
ロセス、リスク・マネジメントおよびコントロールを独立的に検討および評価することにより、
法定監査の実効性を高める一方で、必要に応じて、法定監査の結果を内部監査に活用しなければ
ならない。これによって、内部監査と法定監査は相互補完的な関係を維持することができる。」
(9.0.1)と要求水準を高めている。改訂後「基準」は、内部監査が監査役(会)または監査委員
会による監査、会計監査人による監査等の法定監査との連携をさらに進め、これらの監査が相互
活用、相互補完の関係になることの必要性を示しているものである。
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4. r協会Jの「基準」とIIAの「国際基準」との比較
前章で「基準」の改訂について説明したが、「基準」の特徴を認識し、さらには内部監査の進歩に
貢献する基準作りの観点より、本章では第3者的立場からV)r基準」と「国際碁準」の比較を行い、
考察していく。なお、「基準」と「国際基準」を各々構成する個別の基準における相違点は前章の n基
準Jの主な改訂点」でも適宜紹介したので、本章では、「基準」と「国際基準」の全体的な比較を行う。
図表4: r器準jの目的と「国際基準jの目的
「基準」の目的 「国際基準」の目的(日本内部監査協会翻訳)
1.内部監査の実務において範とする基本原則
(1) 内部監査の実務において範となるべき基本 を叙述すること
原則を明らかにすること (1. Delineate basic principles that represent 
the practice of internal auditing.) 
2.広範な付加価備の高い内部監査を実施し、
(2) 組織体の目標達成のために内部監査を実施 推進するためのフレ}ムワークを提供することし、これを推進するためのフレームワークを
(2. Provide a framework for performing and 提供すること
promoting a broad range of value-added 
interna1 auditing.) 
3. 内部監査の業務を評価するための基礎を確
(3) 内部監査の実施とその成果を評価する規準 立すること
を確立すること (3. Establish the basis for the evaluation of 
internal audit performance.) 
4. より高い組織的プロセスや業務の実施であ
(4) 内部監査が組織体の運営プロセスや諸業務 るように支援すること
の改善の促進に役立つこと (4. Foster improved organizational processes 
and operations.) 
(5) 内部監査の実施内容の開示に関する要件の 一一一一一一一一一基礎を提供すること
(1)全体的な比較
「基準」と「国際基準」の全体的な比較においての主なポイントとして、①基準の目的、②全体像、
③原則ペースかル}ル・ベースか、④改訂頻度の4点を取り上げる。
①基準の目的
まず、図表4のとおり基準の目的として、「基準」が5つを挙げているのに対して、「国際基準」
は4つを挙げている点であり、内容でも若干の差が生じている。
内容の差に関しては、始めの3つの目的は「基準」も「国際基準」もほぼ同じ内容が記載されて
いるが、 4つ目の目的が異なっている点がまず挙げられる。この4つ目の目的を「国際基準」が“4.
Foster improved organizationa1 processes and operations." (r内部監査部門の (organizational)
v)筆者は、「基準」においては「内部監査基準改訂委員会」のメンバ}として係わり、「国際基準」においては
IIASBの委員として係っているが、どちらかのサイドに立つことなく、極力客観的な検討を試みるものである。
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プロセスや業務の改善を促進するためJ(私訳))としているのに対して、「基準」は「内部監査が
組織体の運営プロセスや諸業務の改善の促進に役立つこと」としている。これは、「国際基準」に
ある“organizational"が指すものを企業等の組織体と解釈してしまったととから生じていると推測
されるがvi}、「国際基準」のここでの“organizational"が意味するところは内部監査部門という組織
を意味している。組織体のプロセスや業務の改善に貢献することは内部監査の目的ではあるが、こ
こでは内部監査の目的を述べているのではなく、「国際基準」を制定した目的を述べているのであっ
て、「国際基準」を制定した目的の一つは、内部監査が組織的により効果的かつ効率的に機能する
ように内部監査の各プロセスや業務を改善していくための指針を提供することであると述べている
のである。
すなわち、「国際基準」はその目的について4つを挙げ、最初に「内部監査の実施において範
とする基本原則を示す」ためとの「国際基準」制定の大目的を言い、ついで2番目から4番目ま
で順番に、 2番目でその基本原則を実践するための「フレームワークを提供する」ためであると
次の目的を述べ、 3番目で内部監査がフレームワ}クに沿って行われているか、「内部監査の業
務を評価するための基礎を確立することJという目的をいい、そして4番目の目的として、 3番
目の目的で実施した内部監査の業務に係る評価に基づいて「内部監査部門の (organizationaI)
プロセスや業務の改善を促進するためJ(私訳)の指針になるためであると述べ、いわば内部監
査の効果的かつ効率的な実践とその継続的な改善のための筋書きに沿って「国際基準」の目的を
示しているのである。
一方、「基準」は「国際基準」にない5番目の目的として「内部監査の実施内容の開示に関す
る要件の基礎を提供すること」を挙げている。初めの4つの目的が内部監査の遂行責任に係る目
的であったのに対して、この目的は内部監査が適切に行われていることの説明責任に係る目的で
ある。内部監査部門は取締役会や経営陣から内部監査機能の委託を受けていると考えられ、取締
役会や経営陣、および必要に応じて内部監査の利害関係者にその内部監査の実施状況を説明する
責任があるのは当然である吋 oi基準Jは内部監査の実施状況を説明する場合の規準としても利
vj) 1協会」発行のIIAの「国際基準」の和訳ではこの“4.Foster improved organizational processes and operations." 
を14.より高い組織的プロセスや業務の実施であるように支援すること」としている。正しくは直訳されているが、
そのために「組織のJ(“organizational")が、内部監査部門という組織にも企業等の組織体にも、どちらにも解釈で
きるようになっている。「国際基準」の読者が誤解されぬように、翻訳の工夫を期待したい。
vu) 1国際基準」は内部監査部門長に対して、内部監査が「国際基準」に適合していることについて説明する義務
がある (accountable)としている (1序J)。
vili) 1基準」は、内部監査部門長に内部監査が全体として「基準」に適合していることについて説明する義務があ
ることについて、「国際基準」のように明言していないが、「基準J(4.3.1)で「内部監査部門長は、少なくとも
年に1回、品質管理プログラムによる評価結果を最高経営者、取締役会および監査役(会)または蛇査委員会に
報告しなければならない。Jとしており、品質管理プログラムによる評価が「基準」等への遵守を評価すること
である以上、内部監査部門長の「基準」への遵守についての説明義務を要求しているものと考えられる。ただし、
「国際基準」は説明義務を果たす対象を「最高経営者、取締役会および監査役(会)または監査委員会jに限定
しておらず、それは、必要かつ適切と考えられる場合にはその対象者(利害関係者)に対して内部監査部門長は
説明義務があることを意味している。
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用できるというのである制。そういう観点からこの5番目の目的は妥当なものであり、「国際基準J
においてもこの目的の追加を検討すべきであると考えている。
② 全体像
基準の全体像(構成)においては、図表5のとおり、大差は認められない。「基準」が日本と
いう環境において機能する内部監査の基準として、「国際基準」に基づいて制定されたというこ
とであれば、当然の帰結かもしれない。
図表5: r器準Jと「国際碁準Jの比較概要褒
改定後「基準J(平成26(2014)年6月版)
目次
内部監査の必要および内部監査基準の目的・運用|序
IIA r国際基準J(2013年1月l日適用版)
第1章内部監査の本質 1000 -目的、権限および責任
1010 -内部監査基本規程における内部監査
の定義、倫理綱要、および基準の明
刀ミ
第2章 内部監査の独立性と組織上の位置づけ 11100-独立性と客観性
第1節 内部監査の独立性と客観性 1110 -組織上の独立性
第2節 内部監査部門の組織上の位置づけ 1120-個人の客観性
第3節 内部監査人の責任と権限の明確化 1130-独立性または客観性の侵害
第3章 内部監査人の能力および正当な注意 11200 -熟達した専門的能力および専門職として
第1節専門的能力 | の正当な注意
第2節 専門職としての正当な注意 1210 -熟達した専門的能力
1220ー 専門職としての正当な注意
1230 -継続的な専門的能力の向上
(development) 
第4章 内部監査の品質管理 11300 -品質のアシュアランスと改善のプログラム
第1節 品質管理プログラムの作成と保持 1310-品質のアシュアランスと改善のプロ
第2節 品質管理プログラムによる評価の| グラムの要件
実施 1320 -品質のアシュアランスと改善のプロ
第3節 品質管理プログラムによる評価粕| グラムの報告
果の報告
第4節 「基準に従って実施された」旨の
記載
第5節基準から逸脱した場合の報告
第5章 内部監査部門の運営 12000 -内部監査部門の管理
第l節 中・長期基本方針の策定 2010 -(内部監査部門の)計画の策定
第2節 リスク評価に基づく計画の策定 2020ー 伝達と承認 (Communicationand 
第3節計画の報告および承認 ApprovaI) 
第4節 監査資源の管理 2030 -監査資源の管理
第5節連携 2040 -方針と手続 (Policiesand Procedures) 
第6節 内部監査業務の外部委託 2050 -調整(Coordina tion) 
第7節 最高経営者および取締役会への定 2060-最高経営者および取締役会への報告
期的な報告 2070 -外部のサーピス・プロパイダと内部
監査についての組織体の責任
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第61韓 内部監査の対象範閤 12100開業務の内容
第l節 ガパナンス・プロセス 2110ー ガパナンス
第2節 リスク・マネジメント 2120ー リスク・マネジメント
第3節 コントロール 2130ー コントロール
第7寧 個別の内部監査の計画と実施 12200田内部監査(アシュアランスおよびコンサ
第1節 内部監査実施計画 | ルティング)の個々の業務に対する計画
第2節 内部監査の実施 | の策定
第8章 内部監査の報告とフ分ローアップ
第1節内部監査結果の報告
第2節内部監査報告書
第3節 内部監査結果の組織体外部への開
刀言
第4節 アドバイザリー業務の報告
第5節 内部監査のフォローアップ
第9章 内部監査と法定監査との関係
2210 -個々の業務に対する計画の策定
2220同内部監査(アシュアランスおよびコ
ンサルテイング)の個々の業務範囲
(scope) 
2230 -内部監査(アシュアランスおよびコ
ンサルテイング)の個々の業務への
資源配分
2240 -内部監査(アシュアランスおよびコ
ンサルテイング)の個々の業務の作
業プログラム (EngagementWork 
Program) 
2300 -内部監査(アシュアランスおよびコンサ
ルテイング)の個々の業務の実施
2310 -情報の識別
2320一分析および評価
2330 -情報の文書化
2340 -内部監査(アシュアランスおよびコ
ンサルテイング)の個々の業務の監
督
2400 -結果の伝達
2410 -伝達の規準
2420 -伝達の品質
2430 -1内部監査の専門職的実施の国際基
準」に適合して実施された旨の使用
2440-内部監査の結果の周知
2450 -総合的意見
2500 -進捗状況のモニタリング
2600 -リスク受容についての伝達
用語一覧 (Glossary)
(r基準」は節以上を記載、「国際基準」は基準番号下2桁以上の区分を記載し、実施準則は記載せず。)
とはいえ、いくつかの注目すべき相違点は存在し、「基準」と「国際基準」の構成上の主な相
違点は次のとおりである。
-まず、内部監査とは何かが、「基準」では「第 1章 内部監査の本質」の中で、 IIAの「内部
監査の定義」とほぼ同じ内容の文言で「内部監査の本質」として述べられているのに対して、「国
際基準」ではその中には「内部監査の定義」が含まれておらず、「内部監査の定義」は「国際
基準」に先立つ別の文書として制定されている点である。
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すなわち、 IIAでは内部監査の「専門職的実施の国際フレームワークJ(The International 
Professional Practices Framework: 以下IPPFと表記)民)という内部監査のフレームワークを
設け、そのIPPFの中で、まず内部監査とは何であるかを「内部監査の定義」で示し、内部監
査がこういうものだから、その実施基準はこうあるべしと「国際基準Jを設けているものであ
るヘ IIAでは、内部監査実施の前提となる「内部監査の定義」は1999年の変更以来、変更し
ていないが、「国際基準」は内部監査の内外の環境変化に伴い、 2、3年間隔で改訂をしてき
ている。
・次に、「国際基準」も内部監査とその他の監査との連携 (coordination)X勺こついての基準を設
けてはいるが、「基準」は特に章を設けて、第9章「内部監査と法定監査との関係」で監査役(会)
または監査委員会の監査、公認会計士または監査法人の監査等の日本の法定監査と内部監査の
連携について強調している点である。
これは、日本の企業等において内部監査がより効果的かっ効率的にその使命を達成していく
ためには、三様監査といわれる内部監査、監査役監査および会計監査がそれぞれの持つ強みを
活かして、より効果的かつ効率的な連携をしていくことが重要と「基準」が考えているからで
ある。
・最後に、「国際基準」が「用語一覧J(Glossary )を設けて、「国際基準」に使用されている用
語のうち明確にしておくべき用語を抽出して、その用語の定義を行っている点である。
「国際基準」が「用語一覧」の欄を設けて使用する用語の定義をしているのは、「国際恭準」
が世界の各国・地域で使用されることを前提とした基準であるからで、各国・地域等によって
用語の捉え方が異なり、混乱を生じることを防ぐためである。「国際基準Jが多様性のある世
界という広い領域を対象とする基準であることに対して、「基準Jは日本の環境の中での恭準
であるからといって、日本の内部監査人にとって「基準」で使用されている用語がすべて明瞭
で誤解を生じる余地がないのかは検証してみる必要がある。
③ 原則ペースかルール・ペースか
「基準」が「国際基準」に基づいて制定されている以上、全体的構成と内容の大綱において大
差がないのは前述のとおりではあるが、その内容が「原則ベースJか「ルール・ベース」かにつ
いては両者の聞には少し隔たりがある。まず「国際基準」は原則ペースで基準を制定しており、ルー
ル・ベース的な具体的な明示は、内部監査の外部品質評価について「最低でも 5年にl度J(r国
際基準J1312)の文言しか見当たらない。さらにその線に沿って内部監査が「国際基準」に依ら
なければならいの「依る」に当たる用語を、2009年に「遵守する」を意味する“comply"から「適
合するJを意味する“conform"に変更した。これは、基準の文言を一言一句遵守するのを求め
ているのではなくて、達成のための方法は複数あるかもしれないが「国際基準」が求める目的や
ix) IPPF は、現状、「内部監査の定義」、「倫理綱要」、「国際基準」、「ポジション・ペーノ~J、「実践要綱」、「プラク
ティス・ガイド」の6つの構成要素から成り立っている。
x)より厳密にいうなら、 IIAのIPPFでは、内部監査はこういうものだから (i内部監査の定義J)、内部監査の実
施に係り、倫理:i倫理綱要J("Code of Ethics")と基準:i国際基準」に適合して下さいという構成になってい
る。
xi) i協会」発行のIIAの「国際基準」の和訳では、“2050-Coordination"を i2050-調整 (Coordination)Jとして
いる。
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内容を全体として達成することを要求しているからである。
一方、「基準」は、個別監査の実施や報告プロセス等で為すべき事項や方法がかなり詳細に明
文化されて、原則ペースに立ちつつもルール・ベースに近くなっているととろがあり剖i)、「基準j
への対応についても「基準」の規範性から今回の改訂で「適合する」から「遵守する」に文言が
変更されている。この点が、「基準」と「国際基準」との相違点といえる。 IIAのIIASBでも「国
際基準」を原則ベースにするかレールベースにするかの議論が行われて、現行の原則ベースでの
制定となっている。「国際基準」をなぜ原則ベースで制定しているかといえば、「国際基準」は全
世界共通の基準であるという前提でそれを制定しているからである。世界の各国・地域で法律・
規制や慣行・文化、企業等の組織体を取り巻く環境等が異なる中、基準をルール・ベースの制定
にすると、各国・地域の事情で遵守できず、“complyor explain"の“explain"の多発が懸念され、
そのように適用上の例外が多いと基準としては必ずしも適切とはいえないからである。反面、原
則ベ}スで基準を制定すると、各国・地域の事情に合わせて原則を適用すればよい分、その適用
性・汎用性は高まるものの、その原則が自分の都合の良いように拡大解釈され、基準としての規
範性が弱まる懸念がある。原則ベースの基準が有効に機能するためには、内部監査人が(ア)揺
るぎない誠実性、客観性を保持し(倫理面)、(イ)十分な専門的能力を保有し(能力面)、(ウ)
自らの行為や結果に対して説明責任を果たせること(実施面)が前提となる。このためIIAの
IPPFでは、原則ベースの基準が有効に機能する前提を満たすために、倫理面からは「倫理綱要」
で誠実性、客観性、および専門的能力を要求し、能力面では「国際基準Jで独立性と客観性に加
えて、熟達した専門的能力を要求し、さらに実施面について「国際基準Jの「序」で「内部監査
人は、自らの職責の遂行に関する基準に適合していることを説明する義務がある。また、内部監
査部門長は、基準の全般に適合していることを説明する義務がある。Jと説明責任を要求している。
このように「国際基準Jは原則ベースの基準が機能するように前述の前提を満たすための手配
を行い、その前提に立って、各社の内部監査部門が自社の内部監査の目的に合わせて、内部監査
xi)たとえば個別監査結呆の伝達について、「国際基準」が、「内部監査人は、内部監査の個々の業務の結果を伝
達しなければならない。J(1国際基準J2400)、「内部監査部門長は、内部監査の結果を適切な関係者に伝達しな
ければならない。J(1国際基準J2440)、「内部監査部門長は、内部監査(アシュアランスおよびコンサルテイング)
の個々の業務の最終の伝達にあたって、事前にレピューし、承認し、かつ誰に、そしてどのようにして周知す
るかを決定する賀任がある。内部監査部門長は、それらの職務を委譲したとしても、総合的な責任を負う。J(1国
際基準J2440解釈指針)としているのに対して、「基準」は「内部監査部門長は、内部監査の結果を、最高経営者、
取締役会、監査役(会)または監査委員会、および指摘事項等に関し適切な措置を講じ得るその他の者に報告
しなければならない。J(1基準J8.1.1)、「内部監査部門長は、最終報告として、内部監査報告書を作成しなけれ
ばならない。J(1基準J8.2.1)、「内部監査人は、実効性の高い内部監査報告書の作成と、迅速な是正措置の実現
を促し、内部監査の実施効果と信頼性をより一層高めるため、内部監査報告書の作成に先立つて、対象部門や
関連部門への結果の説明、問題点の相互確認を行うなど、意思の陳通を十分に図らなければならない。.J(1基準J
8.2.2)とより詳細かっ具体的に要求事項を記述している。突き詰めていうなら、内部監査結果の最終の伝達につ
いて「国際基準Jが「内部臆査部門長は・・・・(中略)・・・・誰に、そしてどのようにして周知するかを決
定する責任がある。」としているのに対して、「基準」は「最終報告として、内部監査報告書を作成」し、「最高
経営者、取締役会、監査役(会)または監査委員会、および指摘事項等に関し適切な措置を講じ得るその他の
者に報告しなければならない。」と Lている点である。
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基本規程 (charter)を制定すること (r国際基準J1000)を要求している。言い換えれば、「国
際基準Jの基本的考え方は、要求事項は出来る限り抑えるけれども、「国際基準Jの精神と原則
を踏まえて、各社の内部監査部門が、自社の状況に合わせて実効性の高い内部監査基本規程を制
定し、運用していくことでより効果的かっ効率的な内部監査を提供していくことを期待している
のである。
また、 IIAは、「国際基準」が原則ベースであることの故に要求内容の具体性に欠ける面があ
るという弱点を補うために、推奨事項としてより詳細な指針を示した「実践要綱 (Practical
Advisory)Jを制定し、「国際基準」を支援している。
一方、「基準」をある程度ルール・ベースに近い形で制定できるのは、「基準jが日本企業向け
の基準であるからである。同一の法律、また業界等で多少の差はあるもののよく似た制度やビジ
ネス慣行等の下で運営されている日本における企業等組織体の内部監査に対する暴準であるが故
に、ルール・ベースでの制定が可能なのである。なお、日本企業が国際化していくときのこの「基
準」の妥当性については後述する。また、多忙な故に「国際基準」は読むが分量のある「実践要
綱」は読んでいない実務家も多く、それよりは、「基準」により具体的な内容を組み入れた方が
実務家がその内容を認識する可能性が高まり、より実践的である面もある。
④ 改訂頻度
最後に「国際基準」と「基準」の改訂頻度について考えたい。「国際基準」は数年ごとに改訂
がなされてきており、例えば現在のIPPFのフレ}ムワークが設定された2009年以降も、 2011年、
2013年(適用日ベース)と約2年のインターパルで改訂されてきている。一方、「基準」の方は、
前述のとおり1960年の制定以来4回しか改訂されておらず、「国際基準」に比べて改訂頻度が遥
かに少ない。
「国際暴準」の迅速な改訂が可能なのは、 IIAがIIASBという常設の審議会を設けており、
IIASBは内部監査に対する利害関係者の期待に応えるべく、年に2回以上、顔を合わせての会議
を実施していることに加え、年に4回以上のウェブ会議と適宜のメールでの意見交換等を通して、
「国際基準」の継続的な改善に向けての話し合いを行っていることによる。
「基準」の場合は「協会」の役職員が日本における内部監査に係る環境変化をモニタリングし
ており、どうしても「基準」を改訂した方がよい環境が生じた時点で改訂を行っている実情があ
るxii)。そのため「国際基準」の改訂に対する「基準」の対応が相当期間遅れ、「国際基準」の要
求事項の一部について「基準」がカバーしていない点が生じることがある。その場合、「基準J
を中心的基礎として内部監査を実施している実務家は必要に応じて「国際基準」の基準の一部を
借用したり、あるいは2つの基準を器用に使い分け内部監査を実施している。
xii)反面、「間際碁準Jの改訂が多いことについても、実務家から余りに頗繁な改訂は対応コストが掛かり過ぎ、
微細な改訂だけなら、そんなに迅速に改訂する必要がないのではないかとの意見も寄せられている。「国際基準」
と「国際基準」の適用を支援する「実践要綱」等の実施ガイダンスとの役割分担を再整理し、内部監査への要
求事項や期待事項の変化に基準等で対応する際に、重要性が低いものは「国際基準」の改訂で対応しないで、
実施ガイダンス的なもので迅速な手当てを行うような工夫も必要かもしれない。そのような観点も含め、 IIAで
は現状、“Re-look"Task Force (i見直し」タスクフォース)を結成し、IPPF全体の見直し作業を行っている。 (2014
年8月現在の計画では、 2016年第4半期に、改訂.フレ}ムワークの完全版を公表予定。)
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(2)課題:日本における「基準Jと「国際基準Jの2つの基準の必要性
以上、日本においては、「協会」の「基準」とIIAの「国際基準」という 2つの基準が用いられ
ているが、一部の有識者から、日本ではなぜ2つの基準が必要なのか、日本企業の国際化が進んで
いる現在、「国際基準」だけで十分なのでないのかとの意見が出されてきている。
「国際基準」だけで十分で「基準」は不要との意見の主な理由は次のようなものである。
-多くの国・地域で、それぞれ特有の環境等はあるものの、大きな混乱なく「国際基準」が使用
されている。
-日本企業も国際展開が進んでいる現在、海外の内部監査人も含めたグローパル・ペースでの内
部監査の指針となるのは「国際基準」である。
一方、「基準Jも必要という意見の主な理由は次のようなものである。
・監査役制度というガパナンス制度があったり、あるいは終身雇用制度等独自の慣行等がある程
度残る日本で、全世界共通を意識して制定された「国際基準」を適切に適用していくためには、
その適用の指針となる日本の「基準Jが必要である。
. i国際基準」は原則ベースであるため具体性が欠ける面があり、より詳しい基準を与えてくれ
る「基準」の方がより実務的であえる。
. i国際基準」は、全世界を対象とする基準の故に、地域的多様性への配慮より、その内容にお
いて妥協が生じており、碁準としての要求水準が低く、日本における内部監査の利害関係者の
要求水準に応えるためには、より高い水準の「基準」が必要である。
・日本独自の「基準」を制定しているからこそ、「基準」を適切に改訂していく必要性が生じ、
ぞれが「国際基準Jについてもしっかりとフォロ}していく動機付けとなる。
以上が「基準」の要否に係る両サイド各々からの理由であるが、 筆者自身は、以下の理由によ
り最終的には「国際基準」だけでよいのではないかと考えている。
・日本企業の国際化に伴い、各国・地域での適用を前提に制定されている「国際基準Jの方が国
際的ステージでの共通語として汎用性があり、特に海外の内部監査人にとっては「国際基準」
による一本化の方が基準として分かり易い。さらに、日本の法律、制度、慣習等における一部
の独自性が「国際基準Jとは別の日本の「基準」を設けなければならない程の独自性なのかと
いうとそれもまた疑問が残る。「国際基準」は、世界の固・地域の多様性を出来る限り考慮し
て制定されており、現状の「国際基準」改訂プロセスが維持される限り、国・地域の多様性は
今後も勘案されていくはずである。
・関連して、「悶際基準」の改訂にどの程度日本からの声が反映されるのか、日本の監査役制度
等日本特有の仕組みも勘案されているのか等の意見があるが、「国際基準」は世界の各国・地
域で使用きれなければ国際基準としての意味がないので、日本に限らず各国・地域からの意見
については、「国際基準」改訂の審議プロセスでIIASB等により慎重に検討されてきている。
たとえば、改訂案の最終策定に先立ち、改訂草案を公開し世界中から意見を募集し、収集した
意見について検討することを必須プロセスにしており、今後もそのプロセスは維持される見込
みである。
. i国際基準」は原則ベースのため具体性に欠ける、あるいは世界の国・地域の多様性を勘案し
て制定されているため基準としての要求水準が低く利害関係者の要求水準に達していないとの
意見に対しては、要求事項が具体的すぎたり、高すぎると基準に適合できない事項や組織体が
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増え、基準としての規範性や汎用性が段損することを筆者は懸念する。むしろ要求水準の「国
際基準」以上への引き上げや内部監査の実施に係る事項のより一層の具体化が必要なら、「国
際基準」にミニマム・スタンダードとして適合した上で、利害関係者の期待や要求水準等各社
ごとの状況に合わせて自社の内部監査基本規程 (charter)や実施手続き等で定めればよいこ
とである。前述のように「国際基準」は要求事項を必要最小限に止めているのは、各社の内部
監査部門が「国際基準」の精神と原則を踏まえて、より効果的かつ効率的な内部監査の実施を
目的に、自主的に内部監査基本規程や手続き等を整備・運用していくことを期待しているから
であるor間際基準Jの制定・改訂の背景では多数のベスト・プラクティスが検討されており、
そのベスト・プラクテイスを実現するための骨の骨となる、核となる事項が基準として示され
ていることに留意する必要がある。「国際基準」が原則ベ}スであることをマイナスの.要素と
捉えるのでなく、プラスの要素と捉えて、「国際基準Jに立脚した内部監査態勢の構築が期待
される。
なお、原則ベースの基準が機能するためには、前述のとおり内部監査人が誠実性、および専
門的能力を保有し、自らの行為や結果について説明責任を果たすことが出来ることが必要であ
り、内部監査人の成長が期待される部分である。
. i基準」を適正に制定・改訂しなければならないという意識や使命感が「国際基準」をしっか
りフォローする動機となるという意見であるが、これは主たる理由にはならないと考えている。
なぜなら、実務家が効果的かっ効率的な内部監査実施のために真剣に「国際基準Jへの適合に
向けて努力するようになるなら、当然のこととして「国際基準」の動向に関心を払うようにな
ると考えるからである。自社の内部監査基本規程は「国際基準」に基づき策定しても、日常の
内部蹴査では事務的な手続きの精神的かつ理論的な基となる「国際器準Jも「内部監査基本規
程」もあまり意識せず、より事務的な手続きのみに関心を払って内部監査を実施しているなら
そこに問題がある。むしろ日常の内部監査の遂行の中で「国際基準」に対してもっと関心が払
われ、そこから「国際基準Jの改訂に関する様々な意見が出てくることが望ましい姿である。
以上が、筆者が日本においても「国際基準」のみでよいと考える理由である。
ただし、現状は「基準」が多くの日本の企業で活用されていることも事実である。図表6のとお
り、日本内部監査協会の調査によると、自社の内部監査規程の作成に関して、アンケートに返答し
た企業の50%以上が日本の「基準」に照らし合わせて作成しており、「基準」と「国際基準」の両
方を参照して作成している企業も含めると70%近い企業が「基準」を活用していることになる。
国表6:内部監査規程作成に参照する碁準
参照の有無 「基準」に 「国際基準」に 「基準」と 照らして 合計
照らして作成 照らして作成 「国際基準」に 作成していない
照らして作成
返答企業!会社数 985 48 318 566 1917 
全社 t-_..圃.幽ー・ー-......・・・・・・・・旬圃園開開 .........・・・・・・・・・・・・・・・..................... "・....................-・・・・田骨脚i比率(%) 51.4 2.5 16.6 29.5 100 
うち、 i会社数 679 30 192 369 1270 
企業企業: .....-_...圃値白圃園開司・ー...... .........岨・.・・・・・・ ......司・・・・・・・・・ e・..................... .-・・・....i比率(%) 53.5 2.4 15.1 29.1 100 
(日本内部監査協会 i20l0年監査白書」より抜粋)
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したがって、日本においても「国際基準」があればよく、「碁準Jは不要ではないかとの議論は
あるものの、現状では、「基準」が日本の内部監査実務において指針として大きな役割を呆たして
おり、筆者も今回の「基準」改訂の意義を認めるものである。
とはいえ、内部監査の監査対象である企業等の組織体が国際化し、それに伴い内部監査部門も国
際化していく中、世界共通の基準としては「国際基準」が適切であろう。また、原則ベースの基準
が有効に機能するためには、前述のとおり内部監査部門長や内部監査人が誠実性、専門的能力を保
持し、それぞれの説明責任を果たせることが必要であるが、既にかなりの組織体においてそのよう
な状況になってきており、将来的には「岡際基準」のみで日本の内部監査は十分にその有効性、効
率性を達成することができるのではないかと、筆者は考えている。
なお、「国際基準」の背景では基準の制定・改訂のために多くのベスト・プラクティスが検討さ
れていると前述したが、「基準Jの制定ではなく、「国際基準Jを基に各社の内部監査をベスト・プ
ラクテイスへと導くための「国際基準」適用ガイダンス的な文書が日本において整備されることは
望ましいと考える。
5.おわりに
今般の「基準J改訂の主な内容と改訂に係る論点は以上のとおりである。将来的にはともかく、
日本の現状での「基準」の活用状況を勘案するなら、引き続きこの「基準」が効果的かつ効率的な
内部監査のための基本原則として機能することを期待している。さらに、内部監査部門がこの「基
準」ゃ「国際基準」に基づき企業価値増大に役立つ内部監査を実施していくことを望み、延いては
「基準Jや「国際基準Jの水準を超えるベスト・プラクテイスの水準にまで内部監査の品質を高度
化していくことを願うものである。
また、内部監査部門や内部監査人は、取締役会や最高経営者から内部監査の委託を受けていると
も考えられ、「基準Jは、内部監査部門長や内部監査人が、与えられた職責についての普管注意義
務を呆たしていることを弁明する根拠としても機能すると考える xiv)。
一方、「国際基準」でも同じことがいえるが、これで「基準」の完成形が出来た訳ではなく、今
後も内部監査人がその使命や責任を果たすための先導役としての役割を「碁準」が果たしていける
xiv)内部監査担当取締役の善管注意義務違反を認容した裁判例としては大和銀行ニューヨーク支庖事件(大阪地
裁2000年9月20日判決)がある。判決では「庖内検査は、検査部の統括の下、検査部が担当取締役の決裁を経
て作成した検査要領に基づいて実施されていたのであり、臨庖検査は、検査部が布検査要領に基づいて実施し
ていたのであるから、検査部の担当取締役が業務担当取締役あるいは使用人兼務取締役として、財務省証券の
保管残高の確認方法が適切さを欠いていたことにつき、任務悌怠の責を負う。」と、検査部担当役員の善管注意
義務違反を認めた。同判決は検査要領について言及するものの内部監査の基準には言及していないが、大和銀
行の監査担当部署の名称が検査部であることに象徴されるように、内部監査の概念が十分には普及していなかっ
た時代の判決であることに注意を要する。 1995年から2000年にかけての「協会」の法人会員数も1000杜強にす
ぎなかった。
一方、監査役の善管注意義務については、最近の判決があり、ニイウスコー事件判決(東京地裁2013年10月25
日判決)やセイクレスト事件判決(大阪地裁2013年12月26日判決)では、日本監査役協会が制定した監査役監
査基準を勘案して監査役の善管注意義務違反の有無を判断している。
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ように、企業内外の環境やリスクの変化等に対して「基準Jが適時適切に見直されていく必要があ
る。また、内部監査人も「基準」のより一層の高度化に貢献していけるように内部監査の品質を継
続的に高めていく必要がある。
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